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資料４

第15期

木曽谷地域森林計画

「計画の大綱」(素案）の概要

自 令和 ９年(2027年) ４月 １日

至 令和 19年(2037年) ３月 31日

長野県 林務部 森林政策課 森林計画係

令和８年度 長野県森林審議会

計画期間



0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000
齢級別面積

針葉樹

広葉樹

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900 1,000

北信

長野

北アルプス

松本

木曽

南信州

上伊那

諏訪

上田

佐久

面積(ha)

地域振興局名

1～３齢級の森林面積(ha)〔針葉樹＋広葉樹〕

■１齢級 ■２齢級 ■３齢級

長野県の樹種別面積

高齢級の森林が充実→木材利用を促進

単位：ha）

若齢林が非常に少ない
→再造林の推進が必要

地域振興局別の樹種別面積（民有林）

齢級（５年間を１齢級）

2

< 参考資料 全県の状況 >

・御嶽山麓の高原地帯を除いて、全般に
急峻な壮年期の地形となっています。

・国有林の割合が他の計画区より高く
なっています。

・民有林全体では、広葉樹、カラマツ、
ヒノキが多く、素材生産はカラマツの
主伐が主。

木曽谷地域森林計画区
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長野県における計画の体系

長野県総合５か年計画

しあわせ信州創造プラン3.0 
～大変革への挑戦  「ゆたかな社会」を実現するために～

長野県土地利用基本計画

長野県森林づくり指針（令和５年３月）

～森林づくりで未来につなぐ 森の恵みとゆたかな暮らし～

長野県ふるさとの森林づくり条例 第９条

各種事業計画 等

森林法に基づく森林計画制度の体系

国【森林・林業基本計画】 

(令和８年６月閣議決定)

森林・林業基本法 第11条

   ※ おおむね５年毎に変更

長期的・総合的な施策の方向・目標

・森林及び林業に関する施策についての基本的な方針

・森林の有する多面的機能の発揮並びに林産物の
供給及び利用に関する目標

・森林及び林業に関し、政府が総合的かつ計画的
に講ずべき総合的な施策

国【全国森林計画】 
(令和８年６月変更) 森林法 第４条

国の森林整備・保全の方向
地域森林計画等の指針

※ ５年毎の15ヶ年計画

【森林整備保全事業計画】
(令和６年５月策定) 森林法 第４条

森林整備事業、治山事業に関する
５年間の事業計画
※ ５年毎の15ヶ年計画

県【地域森林計画】 
森林法 第５条

地域の特徴に応じた森林整備の目標
市町村森林整備計画の指針

※ ５年毎の10ヶ年計画

市町村【市町村森林整備計画】 
森林法 第10条の５

地域に最も密着した計画
森林所有者等が行う施業の指針

※ ５年毎の10ヶ年計画

【国有林の地域別の森林計画】

森林法 第７条の２

国有林の森林整備の目標

※ ５年毎の10ヶ年計画

【森林経営計画】 
森林法 第11条

森林所有者等が作成する具体的な
伐採・造林等に関する計画

※ ５ヶ年計画

踏まえて

即して

即して

（将来の森林の姿、林業施策） 即して

（計画量など） 即して

（森林整備の施業方法 等）適合して
適合して

調整

即して

規制ではなく、「望ましい森林づくりの方向性」を示す制度であり、森林法に基づいて以下の体系により、各種計画を作成している。

地域森林計画は全国森林計画に即して、地域の特徴に応じた森林整備の目標を示すものであり、市町村森林整備計画の指針となります。

市町村森林整備計画で定められる主伐、造林、間伐等の標準的な方法が森林所有者等のガイドラインとなり

                                                                                               →森林所有者等に適切な森林の管理・施業を「誘導」するものです。

森林計画制度とは

調 整
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地域森林計画とは？

I  計画の大綱

第１ 計画区の概要

第２ 前計画の実行結果の概要及びその評価

第３ 計画樹立に当たっての基本的な考え方

II 計画事項

第１ 計画の対象とする森林の区域

第２ 森林の整備及び保全に関する基本的な事項

第３ 森林の整備（伐採材積、造林面積）に関する事項

第４ 森林の保全に関する事項

第５ 保健機能森林の区域の基準その他保健機能森林の整備に関する事項

第６ 計画量等

第７ 保安林その他法令による制限林の施業の方法

今回 ご検討いただく項目

・ 都道府県知事が全国森林計画に即して、民有林について森林計画区別※ に５年ごとに10年を一期としてたてる計画

 ・ 都道府県の森林関連施策の方向や、地域的な特徴に応じた森林整備 及び 保全の目標

 ・ 市町村森林整備計画の策定の指針となるもの                 ※ 全国に158の森林計画区があり、長野県は、５つの森林計画区がある。

III  参考資料
 １ 計画量の明細 

   (1) 全国森林計画に基づく計画量

   (2) 県森林づくり指針に基づく計画量 地域森林計画樹立に係る市町村の「森林経営に適した森林域の面積」    

  〔ﾃﾞｰﾀ等を掲載〕 ２森林計画区の概況  ３森林の現況  ４林業の動向  ５その他(森林計画制度の体系 等)

地域森林計画の内容



期 間 内 容

８月26～27日 ← 今回 森林審議会 現地検討会 

10月上旬まで 計画書案作成

10月上旬～中旬
林務部内各課・地域振興局への意見照会

林野庁事前協議

10月下旬～11月下旬 木曽谷地域森林計画書（案）公告縦覧

11月上旬
市町村・中部森林管理局への事前意見照会

関東経済産業局・県庁内関係各課等への意見照会

12月上旬 市町村・中部森林管理局への意見照会

12月11日(金) 午後予定 森林審議会

12月下旬
林野庁への本協議・審議結果公表

木曽谷地域森林計画樹立 及び その他地域森林計画の変更

１月上旬 地域森林計画書の公表

6

スケジュール
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Ⅰ 計画の大綱
今回の現地検討会を踏まえ、「第14期木曽谷森林計画書」から
「１ 自然的背景」「２ 社会的・経済的背景」「３ 森林・林業の現状と課題」の記載内容を見直す
とともに、最新の統計数値に更新を行う。

最新の統計値に更新
現況を踏まえた

記載内容への見直し

第１５期

令和 ９年 ４月 １日

令和１９年 ４月 １日



第２ 現計画の実行結果の概要 計画書P13～15

Ⅰ 計画の大綱 第２ 現計画の実行結果
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注：現計画期間は令和４～令和８年度の５か年分。実行数量の令和７～８年度分は見込値を含む｡

計画事項 区分 前計画 実行 実行率 数値の根拠

伐採立木材積
（千ｍ3）

主伐材積 ９０ ５９ ６６ ％ 木材統計書

間伐材積 ２１０ １０９ ５２ ％ 間伐実績

計 ３００ １６８ ５６ ％

造林計画面積
（ha）

人工造林 ３１０ ３３ １１ ％ 林業統計書

天然更新 １１０ ８７ ７９ ％ 業務報告
   （天然更新実績）

計 ４２０ １２０ ２９ ％

林道等の開設・拡張
（ｋｍ）

開設 １４８ ３９ ２６ ％

林道係集計

拡張 ２５ １ ４ ％

保安林の指定・解除
（面積：ha）

指定 １４,３６４ １３,８９７ ９７ ％

保安林係集計

解除 － 1.7 ー

治山事業
（箇所）

施行箇所数 １４ １６ １１４ ％ 治山係集計

現計画(令和４～1３年度)における前半５か年分(令和４～８年度)での
計画値と実行結果は、次のとおり

注  単位未満を四捨五入しているため、区分の合計と計が一致しない場合がある。 



〔評価〕

〇 伐採立木材積の総量は、地域森林計画に対して実行率 56％ （森林づくり指針との比較では 96%）

 ・第14期から林分の成長により伐採適期林分の増加により、主伐の伐採量は、実行率 66％

 ・間伐が必要な面積の減少に伴い、実行率 52％（森林づくり指針との比較では 195%）

〇 今後、更に森林資源の循環利用を図っていくため、特に効率的な施業が可能な森林の区域等での
 森林の集約化や境界明確化を進め、施業の効率化、再造林の省力・低コスト化  を更に推進

１ 伐採立木材積

第２ 現計画の実行結果の概要及びその評価 計画書P13～15

Ⅰ 計画の大綱 第２ 現計画の実行結果

総数 主伐 間伐

計画 実行 実行率 計画 実行 実行率 計画 実行 実行率

300,000 m3 168,000 m3 56% 90,000 m3 59,000 m3 66% 210,000 m3 109,000 m3 52%

面積換算（主伐：245m3/ha）

(間伐：64m3/ha）
367 ha 241 ha

66%
3,281 ha 1,703 ha

52%

（参考）１年当たりで考えると 73 ha 48 ha 656 ha 341 ha

（参考）森林づくり指針の検討する値（単年度値） 50 ha 48 ha 96% 175 ha 341 ha 195%
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○主伐 （単位 材積:千ｍ3） ○間伐 （単位 材積:千ｍ3 ）

注：現計画期間は令和４～令和８年度の５か年分。実行数量の令和７～８年度分は見込値を含む｡

注：主伐及び間伐の面積換算については、地域森林計画の施業体系の伐期及び最終間伐林齢のhaあたり材積から推定
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２ 造林計画面積

第２ 現計画の実行結果の概要及びその評価 計画書P13～15

Ⅰ 計画の大綱 第２ 現計画の実行結果

総数 人工造林 天然更新

計画 実行 実行率 計画 実行 実行率 計画 実行 実行率

420 120 29% 310 33 11% 110 87 79%

（参考）１年当たりで考えると 62 ７ 11% 22 17 79%

（参考）森林づくり指針の検討する値
（単年度値）

50 ７ 13%
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〔評価〕計画量に対する実行率は29％、人工造林は11％と非常に低位。
伐採造林届出制度での伐採に係る森林の状況報告や伐採後の造林に係る森林の情報報告の届出率が低い？

〔単位：ha〕

○人工造林 （単位 面積:ha） ○天然更新 （単位 面積:ha）

〔単位：ha〕〔単位：ha〕

伐採及び伐採後の造林の届出制度での再造林の確認に向けた取組の強化

令和４年度から、「伐採及び伐採後の造林の届出書」が改良され、伐採後の造林に係る森林の状況報告・伐採後の森林の状況の

報告が義務付けられた。このため、人工造林だけでなく天然更新の状況を把握する仕組みが整っているが、より精度の高い数値

を把握するために、天然更新判定等も含めて、市町村と連携して実施状況を確認していくことが重要。

注：現計画期間は令和４～令和８年度の５か年分。実行数量の令和７～８年度分は見込値を含む｡
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※第14期から伐採後の造林に係る森林の状況報告
書等の実績から算出



３ 林道 等

第２ 現計画の実行結果の概要及びその評価 計画書P13～15

Ⅰ 計画の大綱 第２ 現計画の実行結果
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〔評価〕搬出間伐や主伐に向けた作業道の開設が進んでいるが、開設は実行率は26%と低位

（緊急自然災害防止対策事業債等を活用した災害に強い路網の整備を推進し、今後の主伐に伴う材の搬出に

支障となるカーブでの拡張や改良、舗装等が必要な場所に対する県の技術的支援を実施）

〔単位：ｋｍ〕

○開設 （単位 延長:ｋｍ ） ○拡張 （単位 延長：ｋｍ）

林道、林業専用道、森林作業道の開設及び拡張

区 分
開設（新設＋改築） 拡張 （改良＋舗装）

計 画 実 行 実行率 計 画 実 行 実行率

延長 148 33 26％ 25 １ ４％

 うち
林道・林業専用道 69 ０ ０％ 24 １ ４％

注：現計画期間は令和４～令和８年度の５か年分。実行数量の令和８年度分は見込値を含む｡

※第12期から作業道の数量も含む
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R7木曽町 改良
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４ 保安林

第２ 現計画の実行結果の概要及びその評価 計画書P13～15

Ⅰ 計画の大綱 第２ 現計画の実行結果
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注：現計画期間は令和４～令和８年度の５か年分。実行数量の令和８年度分は見込値を含む｡

〔単位：ｋｍ〕

指定 または 解除の面積

種 類

指 定 （令和８年度末総面積） 解 除（令和４～８年度の合計）

計 画 実 行 実行率 計 画 実 行 実行率

総数(実面積) 14,364 13,721 96％ － 1.7 －

水源かん養 10,080 9,736 97％ － 1.3 －

災害防備 4,249 3,949 93％ － 0.4 －

保健風致 212 212 100％ － - －

〔単位：面積：ha〕

〔評価〕

公益的機能の確保が必要な森林において保安林の指定を推進し、おおむね計画どおりに指定が
  行われた。引き続き、公益的機能の発揮が特に高く求められる森林において、保安林の指定と
管理を通じて、公益的機能が高度に発揮されるよう適切な管理に取り組む。



５ 治山事業

第２ 現計画の実行結果の概要及びその評価 計画書P13～15

Ⅰ 計画の大綱 第２ 現計画の実行結果
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注：現計画期間は令和４～令和８年度の５か年分。実行数量の令和８年度分は見込値を含む｡

〔評価〕

近年の災害発生箇所等、緊急性の高い箇所を優先して事業を実施し、計画を達成。
今後も災害の発生が懸念される山地災害危険地区等において、治山事業の実施に取り組む。

治山事業施工地  （単位：箇所）

区 分 計 画 実 行 実行率

治山事業
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箇所

16

箇所
114%

53 

35 

49 

14 14 

69 

49 

85 

15 16 

130% 140%

173%

107%

114%

0%

100%

200%

0

50

100

10期

H14-18

11期

H19-23

12期

H24-28

13期

H29-R3

14期

R4-R8

計画

実行

実行率

R５災害関連緊急治山 木祖村 塩沢（着工前） R５災害関連緊急治山 木祖村 塩沢（完成後）

R６復旧治山（山腹対策）南木曽町 袖ヶ沢 R６保安林改良 木曽町 久保洞沢
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I  計画の大綱

Ⅱ 計画事項

 第１ 計画の対象とする森林の区域

 第２ 森林の整備及び保全に関する基本的な事項

 第３ 森林の整備（伐採材積、造林面積）に関する事項 … 市町村森林整備計画における規範

 第４ 森林の保全に関する事項

 第５ 保健機能森林の区域の基準その他保健機能森林の整備に関する事項

 第６ 計画量等

 第７ 保安林その他法令による制限林の施業の方法

地域森林計画の構成

令和８年６月に「森林・林業基本計画」及び

「全国森林計画」について変更あり。

「全国森林計画」の変更内容に即して、
「木曽谷地域森林計画」及び「その他計画」
について、目標区分や計画量の見直し等を実
施する。

Ⅲ 参考資料
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全国森林計画の変更内容（抜粋）

○新たな森林・林業基本計画に即して、目標の区分や、伐採立木材積や造林面積等の各種
 計画量の見直しを実施

○新たな森林・林業基本計画を踏まえ、
・林業適地での再造林の確保に向け、特に効率的な施業が可能な森林の区域の設定と
  森林経営計画の作成等の積極的な推進
・生物多様性保全の一層の推進
・野生鳥獣対策や林野火災予防対策の推進

（参考）森林・林業基本計画における目標の区分の見直し
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全国森林計画から地域森林計画への計画量調整について

背景と対応

・新たな森林・林業基本計画を踏まえ、全国森林計画での主伐量・間伐量・造林面積等の計画量が国から提示される。
・林野庁から全森計変更案から地森計への計画量の事前調整依頼がR8.2.10にあり→国案に特段の意見がある場合１週間以内に回答。
・長野県から地域森林計画の計画量には、県内の実績や地域実情との整合性を検証いただくよう林野庁に意見。

県の対応

✓ 全国森林計画に対し、地域の実態との整合が図られるよう国に意見

 →県の意見は間伐の計画量（全国１割減、本県は16～21％の減少幅）の減に反映された。

✓ 地域の実情を踏まえ地域森林計画に記載の工夫
 地域森林計画と実績の乖離を県民に説明するため、当面の間、本県の地域森林計画に県が独自に地域実態に即して
 定めた「長野県森林づくり指針」の指標を併記する等の対応により、地域森林計画が流域の実態と将来像を考慮した
現実的な計画とすることに努める。

全森計の計画量は、長野県の実績・森林資源構成との乖離が大きく、地森計への反映には実態を踏まえた補正が必要。

項目 林野庁案※ 長野県意見

間伐材積 824万㎥
県の過去15年間の実績換算224万㎥の約3.7倍。（過去５年実績 平均14.9万㎥/年）
高齢級林分の増加により主伐割合が増加し、間伐は減少傾向。４割以上の引下げを要望。

人工造林面積 22,700ha
主伐材積575万㎥を面積換算すると約14,400ha 再造林率約70％、森林からの転用地約3％と
考慮すると、人工造林：約9,800ha（国計画量は約2.3倍)。算定方法の説明と再検討を要望。

天然更新面積 7,500ha
条件不利地等では天然更新が主体となるため、地域実態を反映した設定を要望
天然更新：約4,200ha（国計画量は約1.8倍）

論点内容

※ 値は長野県内の広域流域（信濃川、天竜川、木曽川）の合計値



地域森林計画変更計画書(案)の概要

木曽谷地域 を除く４流域
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その他４流域の地域森林計画変更計画書(案)の概要

計
画
区

計画期間

変更内容及び理由

計画の対象とする森林の区域
林道等の開設及び
拡張に関する計画

備考

変更前(ha) 変更後(ha) 主な理由 区分 変更内容 主な理由

千
曲
川
上
流

自 R6.4.1
増減

転用、編入

林業専用道の開設 新規延長

市
町
村
林
道
計
画
の
変
更

至 R16.3.31
117,243 あり

既存林道の拡張 改良

千
曲
川
下
流

自 R7.4.1
増減

転用、編入

至 R17.3.31
130,385 あり

既存林道の拡張 改良

中
部
山
岳

自 R8.4.1
増減 転用、編入

官公造林地の返地
至 R18.3.31

135,683 あり
既存林道の拡張 改良

伊
那
谷

自 R5.4.1
増減 転用、編入

官公造林地の返地
至 R15.3.31

249,830 あり
既存林道の拡張 改良

※ 注 面積は、四捨五入のため、合計が一致しない。
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